
前回の検討会でご指摘があった事項について

※ 前回の検討会にて構成員から御照会があった
事項について、事務局で取りまとめたもの。

第４回 新たな医療の在り方を踏まえた
医師・看護師等の働き方ビジョン検討会 資料

２－２
平成２８年１１月２４日



①労働環境に関連する診療報酬について
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医師事務作業補助体制加算の施設基準について

○医師事務作業補助者が医師の指示の下に以下の業務を実施
• 診断書などの文書作成補助
• 診療記録への代行入力
• 医療の質の向上に資する事務作業（診療に関するデータ整理、院内がん登録等の統計・調査、医師の教育や臨
床研修のカンファレンスのための準備作業等）

• 行政上の業務（救急医療情報システムへの入力、感染症サーベイランス事業に係る入力等）

○医師の診療業務を直接
的に支援する性格がより
強い

○業務の内容ではなく業務
の場所に着目

「医師事務作業補助体制加算」の対象業務

医師事務作業補助体制加算の対象業務は、医師の指示の下に行う幅広い業務が含まれている。
平成26年度診療報酬改定で新設された医師事務作業補助体制加算１については、医師事務作業補助
者の勤務する場所に着目し、勤務時間の８割以上が「病棟又は外来」とされている。

医師事務作業補助者の
配置

点数（入院初日）

加算１ 加算２

１５対１ ８６０点 ８１０点

２０対１ ６４８点 ６１０点

２５対１ ５２０点 ４９０点

３０対１ ４３５点 ４１０点

４０対１ ３５０点 ３３０点

５０対１ ２７０点 ２５５点

７５対１ １９０点 １８０点

１００対１ １４３点 １３８点

医師事務作業補助者の延べ勤務時間数の８割以上の時間に
おいて、医師事務作業補助の業務が病棟又は外来において行
われていること。

「医師事務作業補助体制加算１」の施設基準
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勤務医負担軽減策の効果

45.9% 45.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

総合入院体制加算（n=49）

医師事務作業補助体制加算（n=316）

急性期看護補助体制加算（n=310）

精神科リエゾンチーム加算（n=11）

栄養サポートチーム加算（n=173）

呼吸ケアチーム加算（n=57）

病棟薬剤業務実施加算（n=156）

移植後患者指導管理料（n=28）

糖尿病透析予防指導管理料（n=147）

院内トリアージ実施料（n=153）

救命救急入院料（n=34）

総合周産期特定集中治療室管理料（n=24）

小児入院医療管理料１・２（n=42）

ハイリスク分娩管理加算（n=108）

手術・処置の休日・時間外・深夜加算（n=45）

46.9%

39.8%

54.4%

45.3%

44.3%

37.0%

35.2%

29.0%

37.2%

43.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

（n=1,121）

99床以下
（n=88）

100～199床
（n=241）

200～399床
（n=309）

400床以上
（n=431）

効果があった どちらかといえば効果があった

どちらともいえない どちらかといえば効果がなかった

効果がなかった 無回答

診療報酬項目に関する勤務医の負担軽減及び処遇改善上の効果
（算定している施設）

診療科で実施している勤務医の負担軽減策の効果
～医師事務作業補助者の配置・増員～

（当該負担軽減策を実施している診療科に所属する医師）

出典：平成26年度診療報酬改定の結果検証に係る特別調査（平成26年度調査）

医師事務作業補助体制加算は勤務医の負担軽減に「効果があった」、「どちらかといえば効果があっ
た」と回答した施設は９割超であった。

また、医師に対する調査においても医師事務作業補助者の配置に対して効果があったとする回答が多
かった。
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医療従事者の負担軽減・人材確保について①

医師事務作業補助体制加算１の評価を引き上げるとともに、医師の指示に基づく診
断書作成補助・診療録の代行入力に限り、業務の場所を問わず「病棟又は外来」での
勤務時間に含める。

現行

医師事務作業補助者の配置 点数

１５対１ ８６０点

２０対１ ６４８点

２５対１ ５２０点

３０対１ ４３５点

４０対１ ３５０点

５０対１ ２７０点

７５対１ １９０点

１００対１ １４３点

改定後

医師事務作業補助者の配置 点数

１５対１ ８７０点

２０対１ ６５８点

２５対１ ５３０点

３０対１ ４４５点

４０対１ ３５５点

５０対１ ２７５点

７５対１ １９５点

１００対１ １４８点

平成28年度診療報酬改定

医師事務作業補助体制の評価①

【医師事務作業補助体制加算１】
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［施設基準］（業務の場所）

医師事務作業補助者の業務を行う場所について、８割以上を病棟又は外来とする。なお、
医師の指示に基づく診断書作成補助及び診療録の代行入力に限っては、当該保険医療機関内で
の実施の場所を問わず、病棟又は外来における医師事務作業補助の業務時間に含める。



医療従事者の負担軽減・人材確保について②

20対１補助体制加算について、25対１，30対１，40対１補助体制加算の施設基準と同様の基
準に緩和し、75対１，100対１補助体制加算については、年間の緊急入院患者数の要件を「100
名以上」から「50名以上」に緩和する。

50対１，75対１，100対１補助体制加算の対象として、療養病棟入院基本料及び精神病棟入院
基本料を追加する。

特定機能病院入院基本料（一般・結核・精神）について、特定機能病院として求められる体制以
上に勤務医負担軽減に取り組む医療機関を評価するため、医師事務作業補助体制加算１に限
り、要件を満たす場合に算定可能とする。

現行

【２０対１補助体制加算】
［主な要件］１５対１と同様の施設基準

・第三次救急医療機関、小児救急医療拠点病院、総
合周産期母子医療センター設置医療機関
・年間緊急入院患者数８００名以上

【５０対１,７５対１,１００対１補助体制加算】
［主な要件］
・年間緊急入院患者数１００名以上

改定後

【２０対１補助体制加算】
［主な要件］２５対１,３０対１,４０対１と同様の施設基準
15対1の施設基準を満たしている、又は以下の要件を
満たしていること

・災害拠点病院、へき地医療拠点病院、地域医療支
援病院

・年間緊急入院患者数２００名以上又は全身麻酔手
術件数年間８００件以上

【５０対１,７５対１,１００対１補助体制加算】
［主な要件］

・年間緊急入院患者数１００名以上（７５対１及び１００
対１補助体制加算については５０名以上）

平成28年度診療報酬改定

医師事務作業補助体制の評価②
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７対１、10対１入院基本料（一般病棟入院基本料、特定機能病院入院基本料（一般病棟に限る。）又は専門
病院入院基本料に限る。）の病棟における看護補助者の夜間配置の評価。

夜間30対１急性期看護補助体制加算 40点
夜間50対１急性期看護補助体制加算 35点
夜間100対１急性期看護補助体制加算 20点

［施設基準］

○ 夜間30対１急性期看護補助体制加算の施設基準
当該病棟において、夜勤を行う看護補助者の数は、常時、当該病棟の入院患者の数が30又はその端数を増すごとに１に相当する
数以上であること。

○ 夜間50対１急性期看護補助体制加算の施設基準
当該病棟において、夜勤を行う看護補助者の数は、常時、当該病棟の入院患者の数が50又はその端数を増すごとに１に相当する
数以上であること。

○ 夜間100対１急性期看護補助体制加算の施設基準
当該病棟において、夜勤を行う看護補助者の数は、常時、当該病棟の入院患者の数が100又はその端数を増すごとに１に相当す
る数以上であること。

急性期看護補助体制加算急性期看護補助体制加算

13対１入院基本料（一般病棟入院基本料又は専門病院入院基本料に限る。）の病棟における看護補助者の
夜間配置の評価。

夜間75対１看護補助体制加算 30点

［施設基準］

当該病棟において、夜勤を行う看護補助者の数は、常時、当該病棟の入院患者の数が75又はその端数を増すごとに１に相当する
数以上であること。

看護補助加算看護補助加算

夜間における看護補助者の配置を評価

夜間における看護職員の負担軽減策
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看護職員の負担軽減策

■看護職員の負担軽減策の負担軽減効果（上位5項目のみ抽出）

〇 看護職員の負担軽減策の中で、「夜勤時間帯における看護補助者の配置」「病棟クラークの配置」が効果があった
とする医療機関は多く、取り組んだ医療機関のうち9割以上が「効果があった」又は「どちらかといえば効果があった」と回
答した。
〇 夜間の看護補助者の配置については、急性期看護補助体制加算を届け出ている医療機関のうち、夜間急性期
看護補助体制加算を届け出ている医療機関は約1/4にとどまる。

50.3%

49.8%

49.5%

48.6%

44.6%

44.1%

41.7%

39.1%

37.8%

44.6%

5.0%

7.3%

11.5%

10.8%

8.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

夜勤時間帯における看護

補助者の配置（n=161）

病棟クラークの配置

（n=247）

常勤看護職員の増員

（n=192）

夜間の緊急入院患者を直接病棟で

受け入れなくてもすむ仕組み（n=37）

夜勤専従者の雇用

（n=121）

効果があった
どちらかといえば効果があった
どちらともいえない
どちらかといえば効果がなかった

■夜間急性期看護補助体制加算の届出状況
（平成27年10月1日）

届出区分 医療機関数

急性期看護補助体制加算届出医療機関数 2,642

夜間25対1急性期看護補助体制加算
35点（1日につき）

28

夜間50対1急性期看護補助体制加算
25点（1日につき）

405

夜間100対1急性期看護補助体制加算
15点（1日につき）

257

届出無し 1,952

出典：保険局医療課調べ

出典：平成２６年度診療報酬改定の結果検証に係る特別調査（平成２６年度調査）「チーム医療の推進等を含む医療従事者の負担軽減措置の実施状況調査」7

中医協 総－２
２７． １２． １１



医療従事者の負担軽減・人材確保について④

看護職員及び看護補助者の夜間配置の評価を充実するとともに、看護職員の夜間の勤務負担軽減に資
する取組を行っている場合を評価する。

７対１、10対１一般病棟における看護職員の夜間配置及び夜間看護体制の評価

７対１、10対１一般病棟における看護補助者の夜間配置
及び夜間看護体制の評価

13対１一般病棟における看護補助者の夜間配置の評価
13対１、15対１，18対１、20対１病棟における夜間看護体制の評価

有床診療所における看護職員の夜間配置の評価

平成28年度診療報酬改定

夜間看護体制の充実に関する評価

現行

看護職員夜間配置加算 ５０点

改定後

１ 看護職員夜間12対１配置加算
（新）イ 看護職員夜間12対１配置加算１

ロ 看護職員夜間12対１配置加算２
（新）２ 看護職員夜間16対１配置加算

８０点
６０点
４０点

現行

夜間25対１
夜間50対１
夜間100対１

３５点
２５点
１５点

（新規）

改定後

夜間30対１
夜間50対１
夜間100対１

４０点
３５点
２０点

夜間看護体制加算 １０点

現行

夜間看護配置加算１
夜間看護配置加算２

８０点
３０点

改定後

夜間看護配置加算１
夜間看護配置加算２

８５点
３５点

現行

看護補助加算１，２，３（１日につき）

（新規）

（新規）

改定後

看護補助加算１，２，３（１日につき）

（新）夜間75対１看護補助加算（１日につき） ３０点

（新）夜間看護体制加算（入院初日） １５０点

看護職員夜間配置加算

急性期看護補助体制加算

看護補助加算

有床診療所入院基本料

①勤務終了時刻と勤務開始時刻の間が11時間以上

②勤務開始時刻が、直近の勤務の開始時刻の概ね24時間後以降※１

③夜勤の連続回数２回以下

④業務量の把握・部署間支援

⑤看護補助者比率５割以上※２

⑥看護補助者の夜間配置

⑦看護補助者への院内研修※３

⑧夜間院内保育所の設置

夜間看護体制の評価に関する項目

［加算等の算定要件］
看護職員夜間配置加算（１のイ及び２）
：７項目（①～⑥、⑧）のうち４項目以上
急性期看護補助体制加算（夜間看護体制加算）
：６項目（①～⑤、⑧）のうち３項目以上
看護補助加算（夜間看護体制加算）
：７項目（①～⑤、⑦、⑧）のうち４項目以上（⑥は必須）
※１ ②は、３交代制勤務又は変則３交代制勤務の病棟を有する保険医
療機関のみの項目である。

※２ ⑤の看護補助者比率＝（みなし看護補助者を除いた看護補助者
数）／（みなし看護補助者を含む看護補助者数）

※３ ⑦は、看護補助加算を算定する保険医療機関のみの項目であ
る。

※１のイ（看護職員夜間12対１配置加算１）及び２（看護職員
夜間16対１配置加算）に、夜間看護体制の評価が含まれて
いる。
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○ 診療報酬の性格

① 保険診療の範囲・内容を定める（品目表としての性格）

→ 診療報酬点数表に掲載されていない診療行為は、保険診療として認められない。

② 個々の診療行為の価格を定める（価格表としての性格）

○ 診療報酬の機能（役割）

① 医療機関の収入源 → 医療機関の経営に影響

② 医療費の配分 → 医療機関間の医療費の配分に影響

③ 医療サービスの提供促進 → 医療提供体制の在り方に影響

○ 診療報酬の限界

① 診療報酬はあくまで医療機関の収入。医療従事者の賃金とは直結しない。

② 診療報酬の引き上げは、患者負担や保険料の引き上げにもつながる。

（参考）診療報酬の特徴
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②診療報酬の特例について
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高齢者の医療の確保に関する法律第１４条の特例について

◎高齢者の医療の確保に関する法律（昭和57年法律第80号）

（医療費適正化基本方針及び全国医療費適正化計画）
第８条第４項 全国医療費適正化計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。
第２号 医療の効率的な提供の推進に関し、国が達成すべき目標に関する事項

（都道府県医療費適正化計画）
第９条第３項 都道府県医療費適正化計画においては、前項に規定する事項のほか、おおむね都道府県における次に掲げる
事項について定めるものとする。
第２号 医療の効率的な提供の推進に関し、当該都道府県において達成すべき目標に関する事項

（計画の実績に関する評価）
第12条第３項 厚生労働大臣は、厚生労働省令で定めるところにより、全国医療費適正化計画の期間の終了の日の属する年
度の翌年度において、当該計画の目標の達成状況及び施策の実施状況の調査及び分析を行い、当該計画の実績に関す
る評価を行うとともに、前項の報告を踏まえ、関係都道府県の意見を聴いて、各都道府県における都道府県医療費適正化
計画の実績に関する評価を行うものとする。

（診療報酬に係る意見の提出等）
第13条 都道府県は、前条第１項の評価の結果、第９条第３項第２号の目標の達成のために必要があると認めるときは、厚生
労働大臣に対し、健康保険法第76条第２項の規定による定め及び同法第88条第４項の規定による定め並びに第71条第１
項に規定する療養の給付に要する費用の額の算定に関する基準及び第78条第４項に規定する厚生労働大臣が定める基
準（次項及び次条第１項において「診療報酬」という。）に関する意見を提出することができる。

２ 厚生労働大臣は、前項の規定により都道府県から意見が提出されたときは、当該意見に配慮して、診療報酬を定めるよう
に努めなければならない。

（診療報酬の特例）
第14条 厚生労働大臣は、第12条第３項の評価の結果、第８条第４項第２号及び各都道府県における第９条第３項第２号の目
標を達成し、医療費適正化を推進するために必要があると認めるときは、一の都道府県の区域内における診療報酬につい
て、地域の実情を踏まえつつ、適切な医療を各都道府県間において公平に提供する観点から見て合理的であると認められ
る範囲内において、他の都道府県の区域内における診療報酬と異なる定めをすることができる。

２ 厚生労働大臣は、前項の定めをするに当たつては、あらかじめ、関係都道府県知事に協議するものとする。
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○ 計画期間 ⇒５年を１期として実施（現在は第２期期間中）

○ 取組目標 ⇒「平均在院日数の短縮」と「特定健診等の実施率の向上」が柱

○ 計画期間 ⇒６年を１期として実施

○ 都道府県の取組目標を医療費適正化基本方針で告示（本年３月）

○ 具体的な医療費の見込みの算定式を本年11月4日に告示

・取組目標 ⇒適正化の取組目標として、「特定健診等の実施率の向上」に加え、
新たに「糖尿病の重症化予防の取組」、「後発医薬品の使用促進」、
「医薬品の適正使用（重複投薬、多剤投与の適正化）」を盛り込む

・入院医療費 ⇒「病床機能の分化・連携の推進の成果（改正医療法）」を踏まえ推計

根拠法 ：高齢者の医療の確保に関する法律

実施主体 ：都道府県

※ 国が策定する「医療費適正化基本方針」で示す取組目標・医療費の推計方法に即して、
都道府県が「医療費適正化計画」を作成。国は都道府県の計画を積み上げて
「全国医療費適正化計画」を作成。

【第１期（平成20～24年度）、第２期（平成25～29年度）】

【第３期（平成30～35年度）】

医療費適正化計画について
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診療報酬改定は、

① 予算編成過程を通じて内閣が決定した改定率を所与の前提として、

② 社会保障審議会医療保険部会及び医療部会において策定された「基本方針」に基づき、

③ 中央社会保険医療協議会において、具体的な診療報酬点数の設定等に係る審議を行い

実施されるものである。

○社会保障審議会で決定された「基本方
針」に基づき審議

○個別の診療報酬項目に関する点数設定
や算定条件等について審議

中央社会保険医療協議会

○基本的な医療政策について審議

○診療報酬改定に係る「基本方針」を策定

社会保障審議会
医療保険部会・医療部会

○予算編成過程を通じて改定率を決定

内閣

診療報酬改定の流れ

【中央社会保険医療協議会の委員構成】
支払側委員と診療側委員とが保険契約の両当事者として協議し、公益委員がこの両者を調整する「三者構成」
① 支払側委員（保険者、被保険者の代表） ７名
② 診療側委員（医師、歯科医師、薬剤師の代表） ７名
③ 公益代表 ６名（国会同意人事）

平成２７年７月９日 資 料 ５第８７回社会保障審議会医療保険部会
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平成28年度診療報酬改定のスケジュール

夏以降 平成28年度診療報酬改定の基本方針の議論

12月７日 平成28年度診療報酬改定の
基本方針の策定

内 閣

社会保障審議会（医療保険部会、医療部会）

１月13日
中医協に対し、
・ 予算編成過程を通じて内閣が決定した「改定率」
・ 社会保障審議会で策定された「基本方針」
に基づき改定案の調査･審議を行うよう諮問

厚生労働大臣

３月 診療報酬改定に係る告示･通知の発出

厚生労働大臣

１月以降 入院医療､外来医療､在宅医療等のあり方
について議論

（～12月）
検証結果も含め、個別項目について集中的に議論

11月４日 医療経済実態調査の結果報告

12月４日 薬価調査・材料価格調査の結果報告

１月以降 厚生労働大臣の諮問を受け、具体的な診療
報酬点数の設定に係る調査・審議

（公聴会、パブリックコメントの実施）

２月10日 厚生労働大臣に対し、改定案を答申

中央社会保険医療協議会

平成２８年４月１日 施行

平成27年

平成28年

12月21日 予算編成過程で、診療報酬の改定率を決定
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